
提案の際に知っておきたい

中小企業の実情
ここでは、「利益計上・欠損法人割合」や「社長の報酬月額」「退職
慰労金予定額」など法人保険を提案するにあたり押さえておきたい中
小企業やオーナー経営者の実態を、データを挙げながら解説していく。

保険アナリスト 西野隼
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11.7%

20~49人
7.1%

50人~3.3%

利益計上・欠損法人の割合図表2

出典：総務省「平成24年経済センサス－基礎調査」

出典：国税庁「平成28年度分法人企業の実態」（会社標本調査）
出典： 中小企業庁委託「小規模事業者の事業活動の実態把握調査」

（2015年１月、株式会社日本アプライドリサーチ研究所）

出典： エフピー教育出版
「平成28年　企業経営と
生命保険に関する調査」

社長の報酬月額図表3社長の生活費図表4 従業員数別企業構成比図表1
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満
38
・
３
％
」「
３
０
０
万
円
未
満
12
・
９
％
」

「
３
０
０
万
円
以
上
13
・
６
％
」
と
な
っ
て
い

る
（
図
表
３
）。
中
小
企
業
の
社
長
は
、
赤
字
、

運
転
資
金
の
不
足
時
に
は
、
会
社
に
個
人
資
金

を
貸
し
付
け
る
こ
と
で
乗
り
切
っ
て
い
る
こ
と

も
あ
り
、
役
員
報
酬
は
可
能
な
限
り
多
く
受
け

取
り
た
い
と
考
え
て
い
る
。
赤
字
決
算
＝
倒
産

と
な
ら
な
い
所ゆ

え
ん以

で
あ
る
。

　

統
計
デ
ー
タ
の
出
所
が
異
な
り
単
純
比
較
は

で
き
な
い
が
、
事
業
収
入
の
み
で
生
活
す
る
社

長
は
60
・
２
％
、
他
の
収
入
と
合
わ
せ
て
生
活

し
て
い
る
社
長
が
39・８
％
と
な
っ
て
い
る（
図

表
４
）。
法
人
に
貸
し
て
い
る
不
動
産
の
賃
料

を
生
活
に
充
て
て
い
る
社
長
が
27
％
を
占
め
て

い
る
こ
と
を
考
慮
し
た
と
し
て
も
、
役
員
報
酬

１
０
０
万
円
未
満
の
社
長
の
生
活
は
苦
し
い
よ

う
だ
。
役
員
報
酬
か
ら
、
経
営
す
る
企
業
の
実

情
も
見
え
隠
れ
す
る
。

希
望
退
職
金
額
５
０
０
０
万
円
以
下
の

企
業
へ
の
提
案
は
競
合
相
手
が
少
な
い

　

社
長
が
生
命
保
険
に
加
入
す
る
理
由
は
、「
社

長
の
死
亡
退
職・弔
慰
金
の
準
備
79・０
％
」「
万

一
に
備
え
た
運
転
資
金
の
確
保
42・
１
％
」「
社

長
の
勇
退
退
職
金
の
準
備
36
・
５
％
「
税
負
担

軽
減
対
策
（
節
税
）
21
・
０
％
」
と
な
っ
て
い

る
（
図
表
５
）。

　

社
長
が
加
入
し
て
い
る
保
険
種
類
は
、「
定

期
付
終
身・定
期
付
養
老
」「
終
身・養
老
」「
定

期（
10
年
）」「
長
期
平
準
定
期・逓
増
定
期
」「
収

入
保
障
」
の
死
亡
保
障
系
商
品
の
加
入
割
合
か

ら
み
て
、
社
長
の
死
亡
退
職
・
弔
慰
金
と
、
万

一
に
備
え
た
運
転
資
金
の
確
保
は
、
多
く
の
中

小
企
業
で
、
ほ
ぼ
カ
バ
ー
さ
れ
て
い
る
と
考
え

て
よ
い
だ
ろ
う
。

　

一
方
で
、
社
長
の
勇
退
退
職
金
の
原
資
は
、

金
融
機
関
の
預
貯
金
と
生
命
保
険
の
解
約
返
戻

金
が
メ
イ
ン
と
な
る
が
、
生
命
保
険
で
の
準
備

は
36
・
５
％
に
留
ま
っ
て
い
る
。

　

定
期
付
終
身
保
険
の
終
身
保
険
部
分
、
長
期

平
準
定
期
保
険
、
逓
増
定
期
保
険
な
ど
の
解
約

返
戻
金
が
そ
の
原
資
と
な
る
。
た
だ
、
法
人
契

約
の
定
期
付
終
身
保
険
で
は
、
終
身
保
険
部
分

が
１
０
０
０
万
円
程
度
の
場
合
が
多
く
、
そ
の

解
約
返
戻
金
は
数
百
万
円
に
し
か
な
ら
な
い
。

勇
退
退
職
金
の
計
画
的
な
準
備
を
提
案
す
る
余

地
は
大
い
に
あ
る
だ
ろ
う
。

　

国
税
庁「
平
成
28
年
度
分
法
人
企
業
の
実
態
」

（
会
社
標
本
調
査
）に
よ
る
と
、日
本
に
は
約
２

６
７
万
２
０
０
０
社
が
存
在
す
る
。ま
た
、図
表

１
を
見
る
と
、従
業
員
数
９
名
以
下
の
企
業
が

全
体
の
77・９
％
を
占
め
て
い
る
こ
と
が
わ
か
る
。

　

帝
国
デ
ー
タ
バ
ン
ク
に
よ
れ
ば
、
起
業
後
10

年
の
「
生
存
率
」
は
70
％
以
上
、
30
年
後
で
も

45
％
で
あ
る
。
ほ
ぼ
10
年
ご
と
に
訪
れ
て
い
る

不
況
に
も
生
き
残
っ
て
お
り
、
意
外
と
耐
久
力

の
あ
る
企
業
群
で
も
あ
る
。

　

決
算
状
況
を
見
る
と
、
利
益
計
上
法
人
が

36
・
５
％
、
欠
損
法
人
（
法
人
税
を
支
払
っ
て

い
な
い
）
が
63
・
５
％
と
な
っ
て
い
る
（
図
表

２
）。
法
人
は
、
過
去
10
年
間
の
欠
損
は
当
該

年
度
の
益
金
と
相
殺
で
き
る
た
め
、
欠
損
法
人

の
比
率
が
高
く
な
っ
て
い
る
。
欠
損
法
人
の
割

合
は
、
２
０
０
９
年
の
72
・
８
％
を
ピ
ー
ク
に

逓
減
し
て
い
る
点
は
チ
ェ
ッ
ク
し
て
お
き
た
い
。

事
業
収
入
の
み
で

生
活
す
る
社
長
は
60
・
２
％

　

中
小
企
業
社
長
の
役
員
報
酬
を
見
る
と
、「
１

０
０
万
円
未
満
35
・
２
％
」「
２
０
０
万
円
未
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